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はじめに   
本稿では、クレムリンから見たサンタトペテルプルク市とレニングラード州  













1本稿は筆者が在サンクトペテルプルク日本国総領事館勤務時代（2008年4月～現在）に執筆   
したものに加筆・修整したものである。内容は全て筆者自身の観点に基づく私見であり，   
何ら総領事館の意見を代表するものではない。  
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2連邦政府の歳入の約半分が税関税収であり（2009年実盾：3兆5197万6000ルーブル）、その約   
半分が輸出関税によるものである点には注意が必要。翻って言うならば、国境付近の地域   
を取り巻く利権は莫大である。  
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3 連邦特別プログラム「世界の海洋」の枠組み内における「世界の海洋の状況に関する統一   
情報システム」公式サイト（00qHaJlhmIiiT］OPTaUlOeヱIePaJIhHO鏑Ilo几IlpaJl）aMME＞IlO  
（（E几HHa㌔C那TeMaHJlOopMaLUHO606cTaHOBKeBMHPOBOMOKeaHe〉〉8paMKaX叫rl   
MHpO80HOKeaH）の数値から作成。  
4 しかしながら、ロシアを最終仕向地とする貨物が直接両地域の港湾施設に投入されること   
は少なく、ドイツ、パルト三国及びフィンランドを経由した後、小型・中型船に積み替え   
られた上で荷揚げされることがほとんどである。水深が浅く、大型船舘の受入可能なバー   
スが欠如している理由もさることながら、不透明で処理能力の低いロシア税関が足伽とな   
っているのは周知の事実である。  
5 連邦国家統計庁サンタトペテルプルク市・レニングラード州支部のデータより作成。なお、   
北西連邦管区に占める両地域の割合は概ね50％。  
51   







2節 エネルギー資源の出口としての港湾施設   
現在、両地域には、下記の原油・石油製品積出港が存在する：  
サンクトペテルブルク及びレニングラード州の原油・石油製品積出港  
所有企業   所在地  年間処理能力   取扱品   
「ルクオイル」   ヴィソーツク  1500万トン  原油・石油製品   
「トランスネフチ」   プリモルスク  7500万トン  原油   
「トランスネフチ・プラドゥクト」  プリモルスク  840万トン  石油製品   




6 数字は国家統計局。連邦構成主体別に見ると、モスクワ市、モスクワ州に次ぐのはクラス   
ノダール地方（514万1852万人）。両地域の人口は約621万人と極東連邦管区のそれ（646万94   
万人）と同程度である。  
7 連邦国家統計庁サンクトペテルプルク市・レニングラード州支部。  























（2）ノルド・ストリーム（天然ガス）   
ガスPL「ノルド・ストリーム」は、2009年末までにバルト海沿岸5ヶ国8  
が環境アセスメントに同意したことにより、2010年4月より本格的な建設が開  
8 時系列店：09年10月 デンマーク  
09年11月 スウェーデン及びフィンランド政府  
09年12月 ロシア及びドイツ  
10年01月 フィンランド環境保蓄積閑   
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9 Nord Stream AG社公式HP：PLは2本敷設され、第1フェーズは2011年（275億nf）に、   
第2フェーズは2012年（550臆ボ（最大容量））に了する計画。  
10 同上。同HPによれば、「2030年までにEUの天然ガス輸入量は、2040億ポ増の5160億ポ   
に達し、『ノルド・ストリーム』PLは、増加分（2040臆が）の25％を、全天然ガス輸入   
量（5160億が）の約11％を供給することになる」旨掲載している。  
112010年2月7日付「Lenta．ru」。ウクライナ経由EU向けロシア天然ガス輸出量（1160臆？）   
は、全体の約80％を占める最重要ルート。  
12 サンクトペテルブルク市から南西110kmに所在する総合港湾施設。公開型株式会社「ウス   
チ・ルガ」が、同名港の開発を目的に1992年に設立された。  
13「ガスプロムバンク」が同社の株式70％を保有。  
14 2010年2月2日付「コメルサント」。  
15「ウスチ・ルガ」社HP。  
16 マトヴィエンコ知事は、「憲法裁判所のネヴァ川への移転により、ペテルブルクは法的   
にロシア第2の首都となり、首都の機能の一部を担うことになる」旨述べた（2008年5月   
27日付ペテルプルク発「イクルタス」通信）。  
17 2010年2月8日付モスクワ発「イタルクス」通信は、蕗海軍総司令部筋の情報として「今   
年末までに、霹海軍総司令部は、海軍総司令官ヴィソツキー大将とともに、モスクワか   
らサンクトペテルプルクへ移転する。3月1日に始まる海軍総司令部の抜本的な最適化   
の後に、7月に移転の実動段階が開始される」旨報じている。  
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－ラム」は、全国家的意義を付与された数少ない国際会議の1つである18。  










企 業 名   時  期   
ロ  ルクオイルーサンクトペテルブルク・トレイド  2004年第4四半期   
2  RN－トレイド   2004年第4四半期   
3  ヴネシュトルグバンク   2005年第4四半期   
4  シブール・ホールディング   2005年第4四半期   
5  トランスネフチ・プラドゥクト   2006年第1四半期   
6  トランスアエロ   2006年第1四半期   
7  ガスプロム・ネフチ   2006年第2四半期   
8  ロステレコム   2006年第3四半期   
9  シヴコムフロート   2006年第4四半期   
18 2008年6月に開催された「第12回サンタトペテルプルク国際経済フォーラム」は、メド   
ヴエージエフにとり大統領就任後初めてといえる国際舞台となったことから、新大統領   
がプーチン路線を踏襲するのか否かも含めて、世界の耳目が集まった。なお、シュヴァ   
ロフ第1副首相の「国家は経済への過剰な介入を制限すべきである」とした発言は、大   
きなインパクトを与えた。  
19「強いロシア」の再建を目標とする、①連邦管区制及び大統領全権代表制の導入、②連邦   
構成主体首長の連邦議員の兼務禁止、③新興財閥「オリガルヒー」との闘い等。所謂「権   
力の垂直化」を推し進めた。なお、事実上の知事任命制が導入されたのは2004年12月以   
降であるが、1期日の成果と位匠付けるべきであろう。  
却 原油価格の高腰が追い風となったことは疑う余地もないが、①「安定化基金」の創設（掴   
年）、②経済特区の設置（05年）、③優先的国家プロジェクトの開始（05年）、◎国営公社の設   
置（主に2007年）等。なお、プーチンがGDP倍増計画を打ち上げたのは、2003年5月   
の年次教書演説において。  
21プーチンとマトヴィエンコの関係については、下記Ⅲ．乙を参照。なお、マトヴィエンコ   
の前任のヤコヴレフは、1996年6月に行われたペテルプルク市長選において、プーチン   
が選挙対策委貞長を務めたサブチャータを破り、当選している。  
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1節 クレムリンの地方政策  
（1）20例年に導入された「事実上の知事任命制度」は、連邦構成主体首長の言  
㍑ トヨタを始めとする世界的な自動車メーカーが両地域への進出を決めた理由は、その地   
理上のメリットだけによるものではないだろう。  
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刀 連邦構成主体首長は、本来の意味での「政治家」と言うよりは、クレムリンを頂点とす   
る国家機関の官僚に成り下がった感が強い。  
別 サンタトペテルプルク市とレニングラード州は、部分的な経済協力を進めているとはい   
え、未だに統一された発展計画を有していない。  
方 次のサイトを参照した上で、加筆修正した：http：〟govemors．m  
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．地域名   連邦構成主体首長  任期数   後任   承認日   
ロ  スタヴロボリスク地方  チェルノゴロフA．L  3  ガエフスキーⅤ．Ⅴ  23．05．08   
2  チェコト自治管区  アブラモーヴィッチR．A  2   コピンR．Ⅴ  13．07．08   
3  カラチ十エヴォ・チェルケス共和国  バトドィエフM．A－A  ロ  エブゼーエフB．S  05．08．08   
4  イングーシ共和国  ジャジコフM．M  ロ  エヴクロフYu－B．B  31．10．08   
5   キーロフ州   シャクレインN．Ⅰ  ロ  ベールィフ N．Yu  18．12．08   
6  ハカシア共和国   レーベジA．Ⅰ   3   ジミンⅤ．M  15．01．09   
7  ウドムルト共和国  ヴォルコフノLA   3   再任   20．02．09   
8  ネネッ自治管区   ポ夕べンコ Ⅴ．N   フョードロフⅠ．G  24．02．09   
9  オリョール州   ストロエフ E．S   コズロフA．P  27．02．09   
10   プスコフ州   クズネッォフM．Ⅴ  ロ  トゥルチャク A．A  27．02．09   
田  ウラジーミル州  ヴィノグラードフN．Ⅴ  4   再任   28．02．09   
12  ヴォロネジ州   クラコフⅤ．G   2  ゴルデーエフA．Ⅴ  12．03．09   
13  ムールマンスク州  エヴドキモフYu．A  4  ドミトリエンコ D．Ⅴ  25．03．09   
14  ハバロフスク地方  イシャーエフⅤ．Ⅰ  18年  シュボルト Ⅴ．Ⅰ  06．05．09   
15  イルクーツク州  ティシャーニンA．G  ロ  メーゼンツェフ D．F  08．06．09   
16  スヴェルドロフスタ州  ロッセリ E．E  19年  ミシャー リンA．S  23．11．09   
17  アストラハン州   ジルキンA．A   2   再任   24．12．09   
18  ヴォルゴグラード州  マクシュタ N．K   3   プロフコ A．G  29．12．09   
19   クルガン州   ボゴモロフ0．A   3   再任   29．12．09   
20  マリー・エル共和国  マルケロフ L．1   3  再任   31．12．09   
21   沿海地方   ダリキンS．M   2   再任   11．01．10   
22   コミ共和国   トルロボフⅤ．A   2   ガイゼルⅤ．M  15．01．10   
23  タクルスタン共和国  シャイミーエフM．Sh  19年  ミンニハノフ R．N  04．02．10   
24  ダゲスタン共和国   アリエフM．G   マゴメドフM．M  10．02．10   
25  ハソティ・マンシ自治管区  フィリペンコ A．Ⅴ  19年  コマロヴァ N．Ⅴ  15．02．10   
26  ユダヤ自治州   ヴォルコフ N．M  19年  ヴィンニコフ A．A  17．02．10   
27  クラスノヤルスク地方  フロポーニンA．G  2  クズネッォフL．Ⅴ  17．02．10   
28  ヤマロ・ネネッ自治管区  ネエロフYu．Ⅴ   3  コブィルキンD．N  03．03．10   
26 マリー・エル共和国大統領とのビデオ会談の際、メドヴエージェフ大統領は、「第3期   
日というのは、非常に重大な任期である。［中略］4期日というのは、例外である。今   
日、我々は、全ての連邦構成主体首長が適宜に若手に席を譲る方向に進もうとしている」   
旨述べた（2009年12月29日付大統領府公式HP）。  
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2節 マトヴィエンコ・サンクトペテルプルク市知事  






















㌘ 一説によれば、両者はレニングラード時代からの知り合いとも言われている。プーチン   
は東ドイツから帰国した後、1991年にサンタトペテルプルク市行政府に職を求めるまで、  
レニングラード国立大学副学長（国際関係担当）補佐官及びレニングラード市ソヴィエ   
ト議長国際関係腰間（なお、当時の議長はサブチャーク）を務めたこともあり、共産党   
のエリート幹部であったマトヴィエンコと知り合う機会はあったであろう。  
顎 主な批判内容は、（D高層ビルの無許可建設の増大、（診知事就任前の公約違反、③中小ビ   
ジネスに対する支援不足等。反マトヴィエンコの論調が多く見られるようになったのが、   
プーチンの大統領職からの退任時期と一致している点が興味深い。  
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29 20鵬年10月8日付「サンタトペテルプルク報知」。  
測 2010年1月14日付「統一ロシア」公式HP。なお、主な責任者と担当プログラムは次の   
攣3讐警畠詣紆ア〒芸芋デふiンフラ」及び「我が家」   
・ショイグ非常事態大臣：「体育・健康コンプレクスの建設」   
・トルトネフ天然資源大臣：「経済・インフラ・プロジェクト実施の際の安全確保システムの発展」   
・ルシコフ・モスクワ市長：「ロシアの図書館」  
31現サンクトペテルブルク鉱山大学。1990年代後半、プーチン首相（修士論文）とセーチ   
ン副首相（修士論文）も同大学を修了した。両者の指導教官を務めたとされるのが、リ   
トヴィネンコ学長であり、現在も相当の影響力を有していると思慮される。  





















記 当時の知事選には、セルジュコフの対立候補の中にズブコフ第1副首相（当時：連邦税   
務庁副長官／サンクトペテルプルク市担当国税監督局長）がいた。両者の得票率は以下   
の通り：   
・セルジュコフ 30．3％   
・ズプコフ   8．64％   
・全員に反対  5．18％  
ン  
時  








イ・フルセンコ、アンドレイ・フルセンコ、ニコライ・シャマロフ及ユーリー・コヴァ   
リチュクの8人。  
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お 新生ロシア以降に行われた統合は以下の通り：   
2005年12月 ペルミ州とコミ・ペルミャク自治管区が統合→ペルミ地方の創設   
2007年01月 エヴェンキ自治管区とタイミール自治管区がクラスノヤルスク地方と統合  
2007年07月 カムチャッカ州とコリャーク自治管区が統合→カムチャッカ地方の創設   
2008年01月 ウスチ・オルダ・ブリャート自治管区とイルクーツク州が統合   
2008年03月 チタ州とアガ・プリャート自治管区が統合→ザバイカル地方の創設  
62   
クレムリンの心象とその投影（佐藤剛史）  












（institution）」として意志決定プロセスにも着目すべきかも知れない。   
筆者は、在サンクトペテルブルク日本国総領事館で2年に亘り勤務している  
が、当該地域の政治・経済情勢を知れば知るはど、その実惜は「皆目見当がつ  
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2010年8月31日 脱稿  
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